
第

1675

号

1994年1月6日創刊・毎日発行

リーダァスクラブFAXニュース

(2000年)平成12年10月31日火曜日

大阪市中央区平野町3－1-10Tel:06-6209-7678

株式会社FPシミユレーシヨン編集発行人:税理士三輪厚二Fax:06-6209-8145発行所

の 有価証券のクロス取引

Q :法人の有価証券のクロス取引について
通達が公表されたと聞いたのですが、どのよ

うな内容でしょうか。

A ●
● 改正法人税基本通達で、有価証券のク

ロス取引は売却として取り扱わないことが明

らかにされました。

【解説】

先ごろ公表された改正法人税基本通達では、

同一の有価証券（売買目的有価証券を除きま

す）が売却直後に購入された場合に、その売

却先から売却をした有価証券の買戻し又は再

購入をする同時の契約があるときは、その売

却した有価証券のうち、買戻し又は再購入し

た部分は、その売却がなかったものとして取

り扱うこととしています。この場合、同時の

契約がない場合でもこれらの契約があらかじ

め予定されたもので、かつ、売却価額と購入

価額が同一となるような売買価額が設定され

ているときなどは同時の契約があるものとし

て取り扱うこととしています。

クロス取引については、企業会計上も売買

とは認められておらず、今回の通達改正は、

会計上の取扱いに平灰を合せる形となってい

ます。

この通達は、平成12年4月1日以後に開

始する事業年度分の法人税に係るクロス取引

から適用されます。ちなみに、所得税法上は、

市場を通じた売買等に限ってクロス取引が認

められていますが、この取扱いに変更はあり

ません。
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